
議第５４号

　（総則）

第１条　令和５年度下呂市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1)　給水件数 件

  (2)　総給水量  

  (3)　一日平均給水量  

　(4)　主要な建設改良事業費 千円

　（収益的収入及び支出）　　　　　　　　

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

令和５年度下呂市水道事業会計予算

13,147

4,452,286

12,198

181,193

903,360水道事業収益

収　　　入

　第１款

営 業 外 収 益 220,771

水道事業費用

　　第１項

1,314,851

営 業 費 用

　　第１項

　　第２項

682,589

1,229,135

60,716

25,000

支　　　出

営 業 収 益

  第１款

営 業 外 費 用

予 備 費

　　第２項

　　第３項
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額87,641千円は、当年度及

　び過年度の損益勘定留保資金68,093千円及び消費税資本的収支調整額19,548千円で補てんするものとする。）。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　 政府資金については、そ
の融資条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権者
と協定するものによる。た
だし、企業財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮し、または繰上償還も
しくは低利に借換えするこ
とができる。

　　 ４．０％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

　　第３項 予 備 費 25,000

起債の目的 起債の方法 利率 償還の方法

    第４項 出 資 金 299,542

証書借入
又は

証券発行
170,600千円

施設整備工事
（簡易水道）

限度額

負 担 金

分 担 金

490,994

170,600

16,892

3,960

企 業 債

支　　　出

収　　　入

578,635

209,419

　第１款 資 本 的 収 入

　　第１項

　　第２項

344,216

    第３項

　　第２項 企業債償還金

  第１款 資 本 的 支 出

　　第１項 建 設 改 良 費
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　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1)　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

 第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(1)　職員給与費 千円

　(2)　報酬 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　簡易水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、29,902千円である 。

　（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、10,000千円と定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下呂市長　　山　内　　登

　　令和５年２月２４日提出

58,008

180
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（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

１．水道事業収益 903,360

１．営 業 収 益 682,589

１． 給 水 収 益 681,717

２． その他営業収益 872

２．営業外収益 220,771

１． 受 取 利 息 456

２． 長期前受金戻入 189,083

3． 雑 収 益 1,330

4． 一般会計補助金 29,902

収　益　的　収　入　及　び　支　出

令和５年度　下呂市水道事業会計予算実施計画

収　　　　　　　　入
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（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1．水道事業費用 1,314,851

１．営 業 費 用 1,229,135

１． 原水及び浄水費 294,832

２． 配水及び給水費 189,332

３． 総 係 費 187,377

４． 減 価 償 却 費 555,714

５． 資 産 減 耗 費 1,880

２．営業外費用 60,716

１． 支 払 利 息 41,316

２. 消 費 税 19,000

３. 雑 支 出 400

３．予   備   費 25,000

１． 予 備 費 25,000

支　　　　　　　　出
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（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1．資本的収入 490,994

１．企　　業　　債　 170,600

１． 企 業 債 170,600

２．負    担    金 16,892

１． 負 担 金 16,892

3．分    担    金 3,960

１． 分 担 金 3,960

4．出　　資　　金 299,542

１． 出 資 金 299,542

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　入
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（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1．資本的支出 578,635

１．建設改良費 209,419

１． 改 良 費 206,069

２． 固定資産購入費 3,350

２．企業債償還金 344,216

１． 企 業 債 償 還 金 344,216

３．予備費 25,000

１． 予 備 費 25,000

支　　　　　　　　出

- 185 -



（
単

位
：
千

円
）

Ⅰ
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

：

当
年

度
純

利
益

△
 3

7
4
,5

9
7

減
価

償
却

費
5
5
5
,7

1
4

貸
倒

引
当

金
の

増
減

額
（
△

は
減

少
）

4
,5

2
8

賞
与

引
当

金
の

増
減

額
（
△

は
減

少
）

1
5
0

長
期

前
受

金
戻

入
額

△
 1

8
9
,0

8
3

受
取

利
息

及
び

受
取

配
当

金
△

 4
5
6

支
払

利
息

4
1
,3

1
6

資
産

減
耗

費
△

 3
,5

9
5

未
収

金
の

増
減

額
（
△

は
増

加
）

△
 1

1
4
,7

0
7

未
払

金
の

増
減

額
（
△

は
減

少
）

8
8
,3

8
4

小
計

7
,6

5
4

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
4
5
6

利
息

の
支

払
額

△
 4

1
,3

1
6

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
 3

3
,2

0
6

Ⅱ
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

：

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

△
 1

9
6
,7

4
1

そ
の

他
補

助
金

等
に

よ
る

収
入

1
6
,6

6
1

工
事

負
担

金
の

受
入

に
よ

る
収

入
2
3
1

分
担

金
の

受
入

に
よ

る
収

入
3
,9

6
0

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

△
 1

7
5
,8

8
9

Ⅲ
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

：

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

に
よ

る
収

入
1
7
0
,6

0
0

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

の
償

還
に

よ
る

支
出

△
 3

4
4
,2

1
6

他
会

計
か

ら
の

出
資

に
よ

る
収

入
2
9
9
,5

4
2

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

1
2
5
,9

2
6

Ⅳ
資

金
増

加
(減

少
)額

△
 8

3
,1

6
9

Ⅴ
資

金
期

首
残

高
9
5
2
,8

6
5

Ⅵ
資

金
期

末
残

高
8
6
9
,6

9
6

令
和

５
年

度
　

下
呂

市
水

道
事

業
予

定
キ

ャ
ッ

シ
ュ

･フ
ロ

ー
計

算
書

（
令

和
５

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
６

年
３

月
3
1
日

ま
で

）

- 186 -



１．特　別　職

期末手当 寒冷地 その他
（千円） 手　当 の手当

年間支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

その他の
特別職

計 13 180 180 180

前年度
その他の
特別職

計 13 360 360 360

比 較
その他の
特別職

計 0 -180 -180 -180

計 合   計

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給 与 費

区 分 職員数 報  酬 給  料 調整手当 共済費 備　　　考

長　等

議　員

13 180 180 180

長　等

議　員

13 360 360 360

長　等

議　員

0 -180 -180 -180
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２．一　般　職

　ア　常時勤務を要する職員（会計年度任用職員以外の一般職）

　（１）総　　括

区 分 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

　

法定福利費
法定福利費
引　当　金
繰　入　額

901 67,632

-172

58,008

-9,624

給 与 費

本 年 度

前 年 度

比 較

職 員 数 合　　　計
備考

7 0 28,272 20,064 48,336 8,943 729

9 0 35,177 20,973 56,150 10,581

-2 0 -6,905 -909 -7,814 -1,638

時 間 外 管理職

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務 単身赴任 及 び 休 夜間勤務 特別勤務 宿 日 直 管 理 職 期末手当 勤勉手当 賞　与 児童手当 その他

区　　分 手　　当 手　　当 日 勤 務 手　　当 手　　当 手    当 手    当 引当金

職員手当 手    当 繰入額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

の 内 訳

※賞与引当金の目的使用による取崩について
　　当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当を支給するため、賞与引当金2,235千円を取り崩す。

-645 643 970 -1,128 -552 0

0

-732 0 -465 0 0 1,000 0 0 0

0 1,315 4,985 3,903 4,628 660

108 0

1,812 648 1,022 0 0 2,000 0 0

0 0 670 5,628 4,873 3,500648 557 0 0 3,000 0

前 年 度

比 較

本 年 度 1,080
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

給 料 -6,905 給与改定に伴う増減分 104 給与改定の状況（令和４年４月１日） 104 千円

-6905

実施時期 R4.4.1

普通昇給に伴う増加分 378 平均昇給率 378 千円

その他の増減分 -7,387 その他による増減 職員数の異動状況 -2人
-7,387 千円 　他会計へ異動 -2     

給料表
改定率

実　質
改定率

区　分

行政職

1.003

1.004

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考

区　分

行政職

平　均
昇給率

1.015
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増 減 額
（千円） （千円）

職 員 -909 制度改正に伴う増減分 161 勤勉手当支給率の改正 161 千円

手 当 -909

その他の増減分 -1,070 その他による増減 -1,070 千円

扶養手当 -732 千円

通勤手当 -465 千円

時間外及び休日勤務手当 1,000 千円

管理職手当 -645 千円

期末手当 643 千円

勤勉手当 809 千円

賞与引当金繰入額 -1,128 千円

児童手当 -552 千円

支給率

備 考

R4年度

2.0001.900

説 明区 分
増 減 事 由 別 内 訳

区　分 R5年度
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　（３）給料及び職員手当の状況

　　ア．職員１人当たり給与

行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職

平 均 給 料 月 額 （円） 307,986

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （円） 343,586

平 均 年 齢 （歳） 40.67

平 均 給 料 月 額 （円） 325,700

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （円） 370,733

平 均 年 齢 （歳） 43.25

　　　　（注）平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、時間外手当、宿日直手当及び児童手当等を除いたものである。

区 分
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　　イ．初　任　給

行政職 行政職 医療職 医療職 医療職 行政職 行政職 医療職 医療職 医療職

（一） （二） （一） （二） （三） （一） （二） （一） （二） （三）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

337,300 213,600 337,300 213,600

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

185,200 191,500 216,000 185,200 191,500 216,000

薬剤師 保健師 薬剤師 保健師

181,100 204,900 181,100 204,900

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

令和５年４月１日現在 167,100 170,500 197,000 167,100 170,500 197,000

栄養士 看護師 栄養士 看護師

154,600 151,900 181,300 154,600 151,900 181,300

准看護師 准看護師

143,800 169,900 143,800 169,900

准看護師 准看護師

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

334,100 210,500 334,100 210,500

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

182,200 188,400 212,600 182,200 188,400 212,600

薬剤師 保健師 薬剤師 保健師

177,400 200,700 177,400 200,700

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

令和４年４月１日現在 163,100 166,400 192,400 163,100 166,400 192,400

栄養士 看護師 栄養士 看護師

150,600 147,900 176,700 150,600 147,900 176,700

准看護師 准看護師

139,900 165,300 139,900 165,300

准看護師 准看護師

高 校 卒

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年

国 の 制 度

区 分

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年
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　　ウ．級別職員数

級 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

１級 1 14.3 １級 １級

２級 2 28.6 ２級 ２級

３級 ３級 ３級

令和５年４月１日現在 ４級 1 14.3 ４級 ４級

５級 2 28.5 ５級 ５級

６級

７級 1 14.3

計 7 100.0 計 計

１級 1 11.1 １級 １級

２級 1 11.1 ２級 ２級

３級 1 11.1 ３級 ３級

令和４年４月１日現在 ４級 2 22.2 ４級 ４級

５級 2 22.3 ５級

６級 1 11.1

７級 1 11.1

計 9 100.0 計 計

区 分
行　　政　　職　（一） 行　　政　　職　（二） 医　　　療　　　職　
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　（級 別 基 準 職 務 表）

区　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

行 政 職 主事の職務 主任の職務

技能労務職

医療職（一） 技師の職務 医長の職務 部長の職務

医療職（二）

医療職（三）

部長の職務主査の職務 課長補佐の職務

医療機関の長の
職務

看護部長又は総
看護師長の職務

課長の職務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

(1)著しく高度の
知識経験を必要
とする業務を行
う職務
(2)看護師長の職
務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

著しく高度の知
識経験を必要と
する業務を行う
職務

運転手、用務
員、調理員、看
護助手、観光施
設員、環境施設
員、清掃作業
員、学校図書員
及び体育施設員
の職務

主任主査の職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

医療機関の副院
長(副所長を含
む。)の職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

(1)薬局の長の職
務
(2)技師長の職務

主任運転手、主
任用務員、主任
調理員、主任看
護助手、主任観
光施設員、主任
環境施設員、主
任清掃作業員、
主任学校図書員
及び主任体育施
設員の職務

高度の経験を積
んだ主任の職務

主査の職務 高度の経験を積
んだ主査の職務
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　　エ．昇給期間短縮

行政職（一） 行政職（二） 行政職（三）

7 7

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

9 9

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

前
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）

区分 合　計
代表的な職種

本
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）

- 195 -



　　オ．期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.200 2.200 4.400 有

前 年 度 2.150 2.150 4.300 有

国 の 制 度 2.200 2.200 4.400 有

　　キ．その他の手当

区 分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同　　　じ

住 居 手 当 同　　　じ

通 勤 手 当 一部異なる 　自動車等を使用することを常例とする職員の通勤距離及び支給額

差 異 の 内 容

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階・

職務の級等によ
る 加 算 措 置

備 考
６ 月（ 月 分 ） １２ 月（ 月 分 ） （ 月 分 ）

　カ．定年退職に係る退職手当

そ の 他 の

加 算 措 置 等

国 の 制 度

（支給率等）
24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ）
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．
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令
和

５
年

度
　

下
呂

市
水

道
事

業
会

計
に

関
す

る
注

記
表

●
重

要
な

会
計

方
針

に
係

る
事

項
に

関
す

る
注

記

１
.

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

（
１

）
有

形
固

定
資

産
定

額
法

を
採

用
し

て
い

る
。

な
お

、
主

な
資

産
の

耐
用

年
数

は
以

下
の

と
お

り
。

建
物

 16
～

60
年

構
築

物
　

５
～

60
年

機
械

及
び

装
置

　
６

～
20

年
車

両
及

び
運

搬
具

　
４

～
　５

年
工

具
器

具
及

び
備

品
　

５
～

15
年

（
２

）
無

形
固

定
資

産
定

額
法

を
採

用
し

て
い

る
。

２
.

重
要

な
リ

ー
ス

取
引

の
処

理
方

法
所

有
権

移
転

外
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・リ

ー
ス

取
引

に
つ

い
て

は
、

通
常

の
賃

貸
借

取
引

に
係

る
方

法
に

準
じ

た
会

計
処

理
に

よ
っ

て
い

る
。

３
.

引
当

金
の

計
上

基
準

（
１

）
貸

倒
引

当
金

・

（
２

）
退

職
給

付
引

当
金

・・

（
３

）
賞

与
引

当
金

、
法

定
福

利
費

引
当

金
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４
.

消
費

税
等

の
会

計
処

理
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
の

会
計

処
理

は
税

抜
方
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よ
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て
い

る
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●
予

定
貸

借
対

照
表

に
関

す
る

注
記

・

●
セ

グ
メ

ン
ト
情

報
に

関
す

る
注

記

１
．　

・
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グ

メ
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業
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容
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．
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収
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５
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４
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６
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３
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に
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２
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当
 年

 度
 純

 損
 失

 3
4
6,1

0
0

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

△
 95

3
,83

7

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
△

 1
,2

9
9,9

3
7

令
和

４
年

度
　

下
呂

市
水

道
事

業
予

定
損

益
計

算
書

（
令

和
４

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
５

年
３

月
3
1
日

ま
で

）
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単
位

：千
円

１
．

固
   定

   資
   産

（１
） 有

形
固

定
資

産

イ
土

地
50

6,336

ロ
建

物
5
72,55

5

減
価

償
却

累
計

額
△

 15
9,504

41
3,0

51

ハ
構

築
物

1
1,893

,7
87

減
価

償
却

累
計

額
△

 3
,45

3,555
8,44

0,2
32

ニ
機

械
及

び
装

置
2
,3

94,22
7

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
,33

5,462
1,05

8,7
65

ホ
車

両
運

搬
具

5,656

減
価

償
却

累
計

額
△

 5,373
2
83

ヘ
工

具
器

具
及

び
備

品
5
1,3

95

減
価

償
却

累
計

額
△

 2
1,186

3
0,2

09

ト
建

設
仮

勘
定

59
,4

59

有
形

固
定

資
産

合
計

1
0,508

,3
35

（２
） 無

形
固

定
資

産

イ
電

話
加

入
権

41

無
形

固
定

資
産

合
計

41

　
  

固
定

資
産

合
計

1
0,5

08
,37

6

２
．

流
   動

   資
   産

（１
） 現

金
預

金
952

,8
65

（２
） 未

収
金

53
,0

60

（３
） 貸

倒
引

当
金

2
,2

99

（4
） 貯

蔵
品

8
,9

01

（5
） そ

の
他

流
動

資
産

5
,0

00

流
動

資
産

合
計

1
,0

22,12
5

資
産

合
計

11
,5

30,50
1

令
和

４
年

度
　

下
呂

市
水

道
事

業
予

定
貸

借
対

照
表

（令
和

５
年

３
月

31
日

）

資
　

　
産

　
　

の
　

　
部
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３
．

固
　

定
   負

   債

（１
） 企

業
債

イ
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

2,742
,5

11

固
 定

 負
 債

 合
 計

2
,7

42,51
1

４
．

流
   動

   負
   債

（１
） 企

業
債

イ
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
企

業
債

344
,1

85

（２
） 未

払
金

104
,1

58

（３
） 引

当
金

イ
賞

与
引

当
金

3,35
0

ロ
法

定
福

利
引

当
金

7
29

（４
） そ

の
他

流
動

負
債

5
,0

00

　
　

流
動

負
債

合
計

4
57

,42
2

５
．

繰
　

延
　

収
　

益

（１
） 長

期
前

受
金

イ
国

庫
補

助
金

80
3,130

ロ
工

事
負

担
金

88
0,880

ハ
受

贈
財

産
評

価
額

8
91

,37
7

ニ
県

補
助

金
1,99

0,713

長
期

前
受

金
合

計
4,566

,1
00

（２
） 長

期
前

受
金

収
益

化
累

計
額

イ
国

庫
補

助
金

△
 31

9,802

ロ
工

事
負

担
金

△
 32

0,808

ハ
受

贈
財

産
評

価
額

△
 1

37
,74

8

ニ
県

補
助

金
△

 36
0,601

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
合

計
△

 1
,1

38,95
9

繰
延

収
益

合
計

3
,4

27,14
1

負
債

合
計

6
,6

27,07
4

６
．

資
      本

      金
6,055

,3
08

７
．

剰
      余

      金

（１
） 資

本
剰

余
金

イ
受

贈
財

産
評

価
額

1
4,809

資
本

剰
余

金
合

計
14

,8
09

（２
） 利

益
剰

余
金

イ
減

債
積

立
金

8
0,686

ロ
建

設
改

良
積

立
金

5
2,561

ハ
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

△
 1

,2
99,93

7

利
益

剰
余

金
合

計
△

 1,166
,6

90

剰
余

金
合

計
△

 1
,1

51,88
1

資
本

合
計

4
,9

03,42
7

負
債

資
本

合
計

11
,5

30,50
1

負
　

　
債

　
　

の
　

　
部

資
　

　
本

　
　

の
　

　
部
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令
和

４
年

度
　

下
呂

市
水

道
事

業
会

計
に

関
す

る
注

記
表

●
重

要
な

会
計

方
針

に
係

る
事

項
に

関
す

る
注

記

１
.

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

（
１

）有
形

固
定

資
産

定
額

法
を

採
用

し
て

い
る

。
な

お
、

主
な

資
産

の
耐

用
年

数
は

以
下

の
と

お
り

。
建

物
　

1
6～

6
0年

構
築

物
　

５
～

60
年

機
械

及
び

装
置

　
６

～
20

年
車

両
及

び
運

搬
具

　
４

～
５

年
工

具
器

具
及

び
備

品
　

５
～

15
年

（
２

）無
形

固
定

資
産

定
額

法
を

採
用

し
て

い
る

。

２
.

重
要

な
リ

ー
ス

取
引

の
処

理
方

法
所

有
権

移
転

外
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・リ

ー
ス

取
引

に
つ

い
て

は
、

通
常

の
賃

貸
借

取
引

に
係

る
方

法
に

準
じ

た
会

計
処

理
に

よ
っ

て
い

る
。

３
.

引
当

金
の

計
上

基
準

（
１

）貸
倒

引
当

金
・

（
２

）退
職

給
付

引
当

金
・・

（
３

）賞
与

引
当

金
、

法
定

福
利

費
引

当
金

・

４
.

消
費

税
等

の
会

計
処

理
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
の

会
計

処
理

は
税

抜
方

式
に

よ
っ

て
い

る
。

●
予

定
貸

借
対

照
表

に
関

す
る

注
記

●
セ

グ
メ

ン
ト
情

報
に

関
す

る
注

記

１
．

　
・
各

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
の

事
業

の
内

容
は

以
下

の
と

お
り

で
あ

る
。

２
．

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
ご

と
の

営
業

収
益

等
・
当

年
度

（
令

和
４

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
５

年
３

月
3
1日

ま
で

）
（単

位
　

千
円

）

●
そ

の
他

の
注

記

１
.賞

与
引

当
金

の
目

的
使

用
に

よ
る

取
崩

に
つ

い
て

・

　
他

会
計

繰
入

金
　

減
価

償
却

費
1
30

,02
7

4
51

,22
0

58
1,24

7

そ
の

他
の

項
目

セ
グ

メ
ン

ト
負

債

3
21,0

38
3
21,0

38

△
 57

,0
4
2

△
 2

89
,0

5
8

△
 3

4
6,1

0
0

9
88,0

43
5,6

39,0
31

6,6
27,0

74
8
,1

81
,8

3
1

11
,5

3
0,5

0
1

営
業

費
用

2
82

,47
5

8
41

,46
6

1
,12

3,94
1

営
業

損
益

△
 65

,32
5

△
 4

69
,96

4
△

 53
5,28

9

債
権

の
貸

し
倒

れ
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

貸
倒

実
績

率
に

よ
り

、
破

産
更

生
債

権
等

に
つ

い
て

は
個

別
に

回
収

の
可

能
性

を
勘

案
し

、
回

収
不

能
見

込
み

額
を

計
上

し
て

い
る

。

岐
阜

県
市

町
村

職
員

退
職

手
当

組
合

に
支

払
う

負
担

金
に

つ
い

て
は

、
毎

事
業

年
度

支
払

う
一

定
の

負
担

金
（一

般
負

担
金

）
の

み
を

公
営

企
業

が
負

担
し

て
お

り
、

積
立

金
の

不
足

等
に

応
じ

て
発

生
す

る
追

加
的

な
費

用
負

担
（
収

支
差

額
の

調
整

の
た

め
に

支
払

う
負

担
金

、
組

合
脱

退
時

の
清

算
金

等
を

含
む

）を
す

べ
て

一
般

会
計

が
負

担
す

る
こ

と
と

し
て

い
る

た
め

、
退

職
給

付
引

当
金

は
計

上
し

て
い

な
い

。

簡
易

水
道

事
業

萩
原

、
小

坂
、

下
呂

(一
部

)、
金

山
、

馬
瀬

地
区

の
各

地
域

に
お

い
て

水
道

水
を

供
給

す
る

業
務

水
道

事
業

簡
易

水
道

事
業

合
　

計

職
員

の
期

末
手

当
・勤

勉
手

当
、

及
び

そ
れ

ら
に

係
る

共
済

費
の

支
給

に
備

え
る

た
め

、
当

事
業

年
度

末
に

お
け

る
支

給
見

込
額

に
基

づ
き

、
当

事
業

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し

て
い

る
。

セ
グ

メ
ン

ト
区

分
事

業
の

内
容

水
道

事
業

簡
易

水
道

事
業

以
外

の
地

区
に

お
い

て
水

道
水

を
供

給
す

る
業

務

営
業

収
益

2
17

,15
0

3
71

,50
2

58
8,65

2

　
貸

借
対

照
表

に
計

上
さ

れ
て

い
る

企
業

債
（
当

該
事

業
年

度
の

末
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
1年

以
内

に
償

還
予

定
の

も
の

も
含

む
）
の

う
ち

、
他

会
計

が
負

担
す

る
と

見
込

ま
れ

る
額

は
1
,1

92
,5

43
千

円
で

あ
る

。

下
呂

市
水

道
事

業
で

は
、

水
道

事
業

及
び

簡
易

水
道

事
業

を
運

営
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

水
道

事
業

及
び

簡
易

水
道

事
業

の
２

つ
を

報
告

セ
グ

メ
ン

ト
と

し
て

い
る

。

当
事

業
年

度
に

お
い

て
、

夏
季

分
の

期
末

手
当

・勤
勉

手
当

及
び

そ
れ

に
伴

う
法

定
福

利
費

と
し

て
5,4

56千
円

を
支

給
す

る
た

め
、

賞
与

引
当

金
4
,9

48
千

円
、

法
定

福
利

費
引

当
金

96
3千

円
を

取
り

崩
す

。

41
,59

3
2
27

,25
3

2
6
8,84

6
　

固
定

資
産

増
加

額

経
常

損
益

セ
グ

メ
ン

ト
資

産
3
,3

48
,67

0
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収　　　　入
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記
１．水 道 事 業 収 益 903,360 878,312 25,048

( 61,970) ( 58,251) ( 3,719)
１．営   業   収   益 682,589 641,564 41,025

( 61,970) (58,251) ( 3,719)
１．給 水 収 益 681,717 640,784 40,933 水 道 料 金 681,717 水道料金 273,107

( 61,970) (58,251) ( 3,719) 水道料金（簡水） 408,610
681,717

２．その他営業収益 872 780 92 手 数 料 872 検査手数料 22
( 0) ( 0) (  0) 給水開始手数料 226

給水装置工事事業者指定手数料 100
検査手数料（簡水） 114
給水開始手数料（簡水） 410

872
２．営 業 外 収 益 220,771 236,748 △ 15,977

( 0) ( 0) ( 0)
１．受 取 利 息 456 532 △ 76 預 金 利 息 456 金融機関等預金利子 456

２．長期前受金戻入 189,083 199,619 △ 10,536 国 庫 補 助 金 34,780 国庫補助金 14,734
国庫補助金（簡水） 20,046

34,780
工 事 負 担 金 32,290 工事負担金 4,164

工事負担金（簡水） 28,126
32,290

受贈財産評価額 37,584 受贈財産評価額 345
受贈財産評価額（簡水） 37,239

37,584
県 補 助 金 84,429 県補助金（簡水） 84,429

3 ． 雑 収 益 1,330 1,637 △ 307 そ の 他 雑 収 益 1,330 貯蔵品振替〔量水器〕 277
( 0) ( 0) ( 0) 量水器修理代 1

延滞金 1
督促手数料 1
その他〔課税〕 1
その他〔不課税〕 1

（　　　）内は仮受消費税

計　

計　

計　

計　

計　

令和５年度　下呂市水道事業予算実施計画明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明
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収　　　　入
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

貯蔵品振替〔量水器〕（簡水） 1,046
量水器修理代（簡水） 1
督促手数料（簡水） 1

1,330
４ . 一般会計補助金 29,902 34,960 △ 5,058 一般会計補助金 29,902 一般会計補助金・基準内（簡水） 15,089

一般会計補助金・基準外（簡水） 14,813
29,902

（　　　）内は仮受消費税

計　

計　
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支　　　　出
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記
１．水 道 事 業 費 用 1,314,851 1,253,792 61,059
　　 ( 54,864) ( 46,025) ( 8,839)

１．営   業   費   用 1,229,135 1,167,414 61,721
( 54,864) ( 46,025 ) ( 8,839)

１．原水及び浄水費 294,832 241,546 53,286 光 熱 水 費 119 下水道料金（簡水）　 119
( 26,637) ( 21,796 ) ( 4,841) 委 託 料 291,382 浄水場電気保安業務委託料 640

浄水場施設管理委託料 79,030
原水水質検査委託料 298
ＥＳＰ業務委託 40
保守点検委託料（簡水） 949
施設業務委託料（簡水） 202,704
ＥＳＰ業務委託（簡水） 106
その他委託料（簡水） 7,615

291,382
手 数 料 97 検便手数料外 19

その他手数料 50
手数料（簡水） 28

97
賃 借 料 1,089 土地建物借上料（簡水） 1,089
修 繕 費 1,000 浄水場施設修繕 1,000
負 担 金 500 水源利用負担金（簡水） 500
保 険 料 643 浄水場災害共済掛金保険料 73

浄水場機械設備損害補償保険料 478
保険料（簡水） 92

643
雑 費 2 雑費 1

雑費（簡水） 1
2

２．配水及び給水費 189,332 151,644 37,688 旅 費 62 普通旅費 62
( 16,875) ( 13,390) ( 3,485) 備 消 耗 品 費 1,654 備消耗品費 907

備消耗品費（簡水） 747
1,654

委 託 料 176,215 漏水調査委託料 1,540
浄水水質検査委託料 500
管末毎日検査委託業務 274
配水施設管理業務委託料 29,064

（　　　）内は仮払消費税

（単位：千円）

計　

計　

計　

計　

計　

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明
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支　　　　出
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

保守点検委託料（簡水） 237
施設業務委託料（簡水） 130,862
その他業務委託料（簡水） 12,095
その他業務委託料（簡水） 1,643

176,215
手 数 料 5,544 その他 415

手数料（簡水） 5,129
5,544

賃 借 料 353 ＪＲ配水管埋設用地借上料 21
土地建物借上料 138
土地建物借上料（簡水） 194

353
修 繕 費 5,350 量水器修理〔振替〕 905

その他貯蔵品修理〔振替〕 300
その他修繕 500
修繕費（簡水） 3,645

5,350
補 償 金 10 配水施設関係補償金等 10
保 険 料 142 水道施設賠償責任保険料 53

配水施設災害共済掛金保険料 11
保険料（簡水） 78

142
雑 費 2 雑費 1

雑費（簡水） 1
2

３ ． 総 係 費 187,377 192,337 △ 4,960 給 料 28,272 職員給料 13,263
( 11,352) ( 10,839) ( 513) 職員給料(簡水） 15,009

28,272
職 員 手 当 等 16,564 扶養手当 804

通勤手当 245
管理職手当 670
期末手当 2,617
勤勉手当 2,409
住居手当 330
時間外勤務手当 1,500
扶養手当（簡水） 276

（　　　）内は仮払消費税

計　

計　

計　

計　

計　

計　

計　
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支　　　　出
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

通勤手当（簡水） 312
期末手当（簡水） 3,011
勤勉手当（簡水） 2,464
住居手当（簡水） 318
児童手当（簡水） 108
時間外勤務手当（簡水） 1,500

16,564
賞 与 引 当 金 繰 入 額 4,229 賞与引当金繰入額 1,675

法定福利費引当金繰入額 378
賞与引当金繰入額（簡水） 1,825
法定福利費引当金繰入額（簡水） 351

4,229
法 定 福 利 費 8,943 共済事務費負担金 34

公務災害補償基金負担金 53
共済追加費用 300
共済恩給条例に基づくもの 2
共済経理負担金 3,946
公務災害補償基金負担金（簡水） 60
共済経理負担金（簡水） 4,123
共済事務費負担金（簡水） 45
共済追加費用（簡水） 377
共済恩給条例に基づくもの（簡水） 3

8,943
旅 費 432 普通旅費 240

費用弁償 16
普通旅費（簡水） 160
費用弁償（簡水） 16

432
報 償 費 40 謝礼 20

謝礼（簡水） 20
報 酬 180 上下水道運営委員報酬 90

上下水道運営委員報酬（簡水） 90
180

備 消 耗 品 費 777 備品費 50
新聞書籍費 235
備消耗品費 216

（　　　）内は仮払消費税

計　

計　

計　

計　

計　
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支　　　　出
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

備消耗品費（簡水） 276
777

燃 料 費 674 車両用燃料費 674
印 刷 製 本 費 200 伝票類印刷製本費 100

印刷製本費（簡水） 100
200

通 信 運 搬 費 1,313 切手外 15
電話料金 181
郵便料 54
光回線使用料 322
電話料金（簡水） 226
郵便料（簡水） 72
光回線使用料（簡水） 429
検針値配信料（簡水） 14

1,313
委 託 料 115,217 水道工事指定店休日当番店委託料 204

水道料金システム保守委託料 1,077
会計システム保守委託料 937
積算システム保守管理費 120
コンビニ収納委託料 60
警備・防犯業務委託料 72
包括業務委託料 24,249
その他 2,297
保守点検委託料（簡水） 1,436
水道工事指定店休日当番店委託料(簡水） 204
コンビニ収納委託料（簡水） 80
警備・防犯業務委託料（簡水） 96
包括業務委託料（簡水） 80,624
積算システム保守管理費（簡水） 120
会計システム保守委託料（簡水） 937
その他委託料（簡水） 2,704

115,217
手 数 料 2,241 車検手数料 63

印紙代 6
水道料金口座振替手数料 293
車検時リサイクル費用 10

（　　　）内は仮払消費税

計　

計　

計　

計　
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支　　　　出
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

コンビニ収納振替手数料 150
その他 222
手数料（簡水） 1,497

2,241
賃 借 料 3,087 機器使用料 198

水道料金計算システム機器賃借料 1,117
機器使用料（簡水） 1,752
刊行物掲載情報利用許諾〔積算資料〕（簡水） 20

3,087
修 繕 費 370 車両修繕費 170

その他 200
370

研 修 費 50 職員研修費 50
食 糧 費 20 会議等賄費 20
負 担 金 4,393 日本水道協会会費 190

退職手当組合負担金 1,810
研修時負担金 99
その他 26
岐阜県簡易水道協会負担金 82
退職手当組合負担金（簡水） 2,072
会議・研修等負担金（簡水） 114

4,393
保 険 料 133 車両共済掛金 45

自賠責保険料 88
133

公 課 費 160 自動車重量税 91
自動車取得税 69

160
貸倒引当金繰入額 80 貸倒引当金繰入額 30

貸倒引当金繰入額（簡水） 50
80

雑 費 2 雑費 1
雑費（簡水） 1

2
４．減 価 償 却 費 555,714 581,247 △ 25,533 有 形 固 定 資 産 555,713 建物 10,060

減 価 償 却 費 構築物 49,101
（　　　）内は仮払消費税

計　

計　

計　

計　

計　

計　

計　

計　
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支　　　　出
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

機械及び装置 67,748
工具器具及び備品 1,803
建物（簡水） 696
構築物（簡水） 387,264
機械及び装置（簡水） 34,968
工具器具及び備品（簡水） 4,073

555,713
無 形 固 定 資 産 1 その他無形固定資産減価償却費 1
減 価 償 却 費

５．資 産 減 耗 費 1,880 640 1,240 固定資産除却費 1,840 構築物 90
機械及び装置 30
車輛運搬 90
工具器具及び備品 30
構築物（簡水） 1,600

1,840
棚卸資産減耗費 40 棚卸資産減耗費 20

棚卸資産減耗費（簡水） 20
40

２．営　業　外　費　用 60,716 70,378 △ 9,662
( 0) ( 0) ( 0)

１ ． 支 払 利 息 41,316 47,159 △ 5,843 企 業 債 利 息 40,834 水道事業債償還利息 10,931
簡易水道事業債償還利息（簡水） 29,903

40,834
一時借入金利息 482 一時借入金利息 132

一時借入金利息（簡水） 350
482

２．消 費 税 19,000 22,819 △ 3,819 消 費 税 19,000 消費税 9,500
消費税（簡水） 9,500

19,000
３ ． 雑 支 出 400 400 0 雑 支 出 400 雑支出 200

( 0) ( 0) ( 0) 雑支出（簡水） 200
400

３．予      備      費 25,000 16,000 9,000

１ ． 予 備 費 25,000 16,000 9,000 予 備 費 25,000 予備費 10,000
予備費（簡水） 15,000

25,000
（　　　）内は仮払消費税

計　

計　

計　

計　

計　

計　

計　

計　
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収　　　　入
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記
1． 資 本 的 収 入 490,994 497,690 △ 6,696

( 381) ( 409) ( △ 28)
１．企　　　業　　　債 170,600 164,100 6,500

( 0) ( 0) ( 0)
１ ． 企 業 債 170,600 164,100 6,500 企 業 債 170,600 企業債（簡水） 170,600

( 0) ( 0) ( 0)
16,892 8,372 8,520

( 21) ( 29) ( △ 8)
１ ． 負 担 金 16,892 8,372 8,520 負 担 金 16,892 給水申込金 231

( 21) ( 29) ( △ 8) その他〔不課税〕（簡水） 16,661
16,892

3.分　　　担　　　金 3,960 4,180 △ 220
( 360) ( 380) ( △ 20)

１ ． 分 担 金 3,960 4,180 △ 220 分 担 金 3,960 加入分担金（簡水） 3,740
( 360) ( 380) ( △ 20) 加入分担金（小規模） 220

3,960
４．出　　　資　　　金 299,542 321,038 △ 21,496

１ ． 出 資 金 299,542 321,038 △ 21,496 一般会計出資金 299,542 一般会計出資金・基準内（簡水） 150,555
一般会計出資金・基準外（簡水） 148,987

299,542
（　　　）内は仮受消費税

資　本　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

計　

計　

計　

2．負　　　担　　　金
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支　　　　出
本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 節 金　　額 附　　　　　　　　記
1． 資 本 的 支 出 578,635 571,674 6,961

( 19,022) ( 18,779) ( 243)
１． 建 設 改 良 費 209,419 206,735 2,684

( 19,022) ( 18,779) ( 243)
1 ． 改 良 費 206,069 205,640 429 工 事 請 負 費 181,193 一般改良工事費 16,335

( 18,733) ( 18,694) ( 39) 施設整備工事（簡水） 164,858
181,193

委 託 料 24,876 委託料 2,376
委託料（簡水） 22,500

24,876
2. 固定資産購入費 3,350 1,095 2,255 資 材 購 入 費 500 資材購入費 250

( 289) ( 85) ( 204) 資材購入費（簡水） 250
500

量 水 器 新 設 費 150 量水器新設費 50
量水器新設費（簡水） 100

150
車 輌 購 入 費 2,700 車輌購入費 2,700

2. 企 業 債 償 還 金 344,216 364,939 △ 20,723

1. 企 業 債 償 還 金 344,216 364,939 △ 20,723 企 業 債 償 還 金 344,216 企業債償還金 44,673
企業債償還金（簡水） 299,543

344,216
3. 予備費 25,000 0 25,000

1. 予備費 25,000 0 25,000 基 金 積 立 金 25,000 予備費 10,000
予備費（簡水） 15,000

25,000
（　　　）内は仮払消費税

計　

計　

計　

計　

計　

計　

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明
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107584

令和５年度 263,914 0 0 263,914

26740

水道施設運転等管理等業務 263,914

金　　額 期 間 金　　額 県支出金 地 方 債
損益勘定
留保資金

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

（単位：千円）

事　　　　　　項 限 度 額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左　　の　　財　　源　　内　　訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額

期 間
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（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額 元金償還見込額

745,510 701,611 0 44,673 656,938 10,931

2,542,060 2,385,085 170,600 299,543 2,256,142 29,903

当 該 年 度 末 （参             考）

現 在 高

簡 易 水 道 事 業 債

現在高見込額 現在高見込額 当該年度利子見込額

上 水 道 事 業 債

地方債の前々年度末現在高並びに前年度末及び当該年度末現在高見込調

区 分
前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込
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